






要約:外表奇形の発生を定期的にモニターすることにより特定の奇形児が特定の地域に多

発した場合その原因を疫学的に調査究明しそれ以上の発生を防ぐことを目的に継続的調査

を実施してきた。

研究組織は,1)先天異常のモニタリングを継続して行い異常発生の有無を常時監視するグ

ループ。2)先天異常児の早期ケアシステムのあり方を検討するグループ。3)先天異常発生

に関与する要因に関する基礎的研究を行うグループに分け研究を行った。

1)先天異常モニタリングに関する研究

奇形の発生を監視するグループについては,人口ベース(神奈川県,石川県,愛知三県),病院

ベース(日本母性保護医協会(日母),日赤 5病院,都立病産院)モニタリングシステムから現

在迄の調査結果が報告された。神奈川からは無脳症,ダウン症候群の減少傾向が報告され

また Limb Body Wall(LBW)Complex(Van Allen 1987)の 11 例が報告された。妊婦の喫煙と

ダウン症候群の発生率には有意の相関はないと報告された(黒木)。石川県では,加賀，金

沢，能登地域別の発生頻度の比較では,疾患により多少の差はみられたが特定地域に集中

発生は見られていない(河野)。日母では 20 年の調査集計を行い,ほとんどの奇形は毎年ほ

ぼ同じ発生率であるが水頭症,耳介低位には増加傾向がみられ,無脳症,ダウン症候群には

下降傾向がみられた。この下降は発生数の減少ではなく胎児診断の影響と考えられる(住

吉)。都内日赤 5病産院では脳瘤,水頭症のやや増加傾向を認めている(兼子)。都立病産院

のモニタリングでは,妊娠初期の環境要因を調べる目的で受胎月別の発生推移を検討した

が現在のところ症例数も少なく有意差は認めていない(加藤)。

2)先天異常児の早期ケアシステムのあり方

鳥取県はこれを実施している唯一の県であるが,生命予後,身体問題,医療・保健問題，障

害問題,教育問題，社会生活問題，遺伝問題など幅広い調査が行われ示唆に富む問題点が

指摘された(竹下)。同じく東海 3 件の口唇裂,口蓋裂児のモニタリングに続くケアの実情

について報告された(夏目)。

3)先天異常発生の成因に関する基礎的研究

京都大学に保存されている 43,000 例の人流産胎児の背景について現在コンピュータに入

力されつつあり,本年度は母親年齢と人工流産との関係即ち 19 歳以下,35 歳以上が増加し

つつある。己に産んだ児の数との関係では初妊にも拘らず人工流産が行われる傾向があり

また 19 歳以下の 17 週以降の進行流産も増加し(全体の 11%)ていることが報告された(塩

田)。又中枢神経系異常の発生要因検索の手掛りとして神経細胞移動異常の型から作用時

期が推測されると云う報告があった(高嶋,水戸)。次いで残留農薬の遺伝毒性についての

文献的考察が行われた(木田)。


